































































































































　2000 年から 2015 年までの国勢調査人口（表２）を見ると、東日本大震災発生以前では３大
都市圏地域とそれ以外の地域での増減格差は明確であった。しかし、大震災以後では東京大都
市圏一極集中が顕著で、アベノミクス政策の果実は全地域に配分されておらず、東京大都市圏
ே ཱྀ ༓ே㸧 ቑ ῶ ⋡ 㸣
㹼 㹼 㹼
全国総人口
5,683 5,628 5,506 5,384 ‒ 1. 0 ‒ 2. 2 ‒ 2. 2
東 9,818 9,635 9,336 8,983 ‒ 1. 9 ‒ 3. 1 ‒ 3. 8
33,418 34,479 35,619 36,126 3. 2 3. 3 1. 4
7,822 7,735 7,596 7,413 ‒ 1. 1 ‒ 1. 8
11,008 11,229 11,346 11,333 2. 0 1. 0
20,856 20,893 20,903 20,728 0. 2 0. 0 ‒ 0. 8
中 7,732 7,676 7,563 7,440 ‒ 0. 7 ‒ 1. 5 ‒ 1. 6
4,154 4,086 3,977 3,847
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表３　地域別将来推計人口および指数（2010=100) の推移





















一連の報告にあらわれている。増田＋研究会は『中央公論』2013 年 12 月号の特集「壊死する
地方都市 戦慄のシミュレーション」の中で「2040 年、地方消滅。『極点社会』が到来する」3） 
という論文を発表した。この論文は、公表時点ではあまり話題にはならなかったが、同会議・
研究会が 2014 年 5 月 8日に公表したレポート「ストップ少子化・地方元気戦略」4）（いわゆる
「増田レポート」）の基礎部分をなすものとして重要であった。このレポートは時間を置かず
に『中央公論』2014 年 6 月号の「特集 消滅する市町村 523 全リスト」の中で、「国民の『希望
出生率』の実現、地方中核拠点都市圏の創生～提言 ストップ『人口急減社会』、消滅可能性都
3） 　増田寛也＋人口減少問題研究会「2040 年、地方消滅。『極点社会』が到来する」、『中央公論』「特集　
壊死する地方都市～戦慄のシミュレーション」2013 年 12 月号、18 ～ 31 ページ。
4） 　日本創生会議・人口減少問題検討委員会報告（座長・増田寛也）「ストップ少子化・地方元気戦略」、
2014 年 5 月 8 日。
― 271 ―― 39
小　田　　　清
市 896 全リストの衝撃～ 523 は人口１万人以下」5）として掲載され、全国の自治体関係者・地
域に大きな衝撃を与えたのである。
　その概要は「2040 年までに全国 1， 741 自治体（2003 年以前の政令都市は区別）のうち、
896自治体（51.5％）が消滅可能性の危機にあり、そのうち、1万人以下の523自治体（30.0％）
はより消滅の可能性が高い」というものである。その中でも、北海道 188 自治体（区を含む）





は、15～ 64 歳の生産年齢人口への追加を減らし、逆に 65歳以上の高齢化率を高め、すべての
階層の社会的負担を増加させる。それは人口減少のスピードが速い地方で深刻であり、表３の
将来推計人口を見るまでもなく、人口減少率が 2010 年を基準として 2040 年までに 60 ～ 70％
台に達するのは、おしなべて大都市圏から離れた地域である。
　この要因として指摘しているのは、日本特有の３期にわたる「人口移動」である。第１期は、
1960 ～ 70 年代前半までの高度成長期で、地方の若者が３大都市圏に集積した重化学工業の労
働力として移動した。石油危機後は工場が３大都市圏から地方に分散した結果、経済力の地域
間格差が縮小し、この結果、都市部からのUターンや Jターン、関西圏、名古屋圏からの人口












市圏の創生～提言 ストップ『人口急減社会』、消滅可能性都市 896 全リストの衝撃～ 523 は人口１万人
以下」、『中央公論』「特集 消滅する市町村 523 全リスト」2014 年 6 月号、18 ～ 43 ページ。






















口減を引き起こす。社人研の 2010 年から 2015 年までの人口移動状況から推計すると、地方に
おける再生産力の低下と大都市圏の高齢化が収束しない場合、2040 年には全自治体の 49.8％、
896 自治体が「消滅可能性」を持つことになる。全国傾向を見ると、北海道・東北地方の 80％
程度、次いで山陰地方の約 75％、四国の約 65％の自治体がそれに当てはまり、東京圏は 28％
程度にとどまるとしている。さらに、この 896 自治体のうち、2040 年時点で人口が 1万人を切
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　2014 年 5月 8日、日本創生会議・人口減少問題検討委員会（座長・増田寛也）は、「人問研」
が 2013 年にまとめた将来人口推計をもとに、2040 年までに「消滅可能性自治体」をリスト
アップした報告書「ストップ少子化・地方元気戦略」を公表したことはすでに述べた。この報


















強化するため、与党との議論を踏まえ道州制導入を検討」（北海道新聞、2014 年 9 月 6 日付）すると抱
負を述べている。
































ち・しごと創生法」と「地域再生法の一部改訂」、いわゆる「地方創生 2法」は衆議院解散日の 11 月 21
日に成立した。



















　先ず初めに、「社人研」の将来推計によって、2010 年から 2040 年までの北海道総人口を提示
（表３参照）している。2010 年を 100 とした総人口の指数は、2040 年の全国では 83.8、北海道
のそれは 76.1 （札幌大都市圏を除けば 67.7）で、北海道は全国平均よりも速いペースで人口が





　北海道における戦後の人口数は、1995 年の 569 万人（国勢調査）をピークに、緩やかでは
あるが増加し続けてきた。しかし、これまで幾度かの大きな人口変動（社会増減）を経験し
ている。他地域（特に東京圏）への流出が多かった時期は、高度経済成長期と 1980 年代後半、
9） 　前掲『増田編著』、95 ～ 123 ページ。






　この現象と 20 歳から 39 歳までの女性人口の増減率を自治体ごとに推計した結果、2040 年
年の北海道における消滅可能性都市の割合は 78.2％（区を含む 188 自治体の内 147 自治体、全
























・札幌市の出生率は 2011 年 1.09、中央区 0.90 で少子化が進んでいる。このことが全道人
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2014 年 8 月、96 ページより転載。
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出生率」は、おおむね 1.8 となった。そこで地域における出生率目標を 2025 年 1.8 とし、
さらに人口の安定的維持を目指して 2030 年に 2.1　を達成することを目標とする。この
目標実現の道筋として、「若者の有配偶率向上」と「夫婦の子供の数の向上」がカギと
なる。同じく道民の意識調査で、北海道全体の「20 ～ 34 歳女性の有配偶率」が 36.7％




















 1） ニセコ町＝人口数は 1980 年代に半減したが、国際スキーリゾート地域として外国人住














出生率目標（2025 年 1.8、2030 年 2.1）が実現する。その結果、北海道の総人口は、2040 年で








　岡田氏は「地方消滅論」について、①人口推計は 2005 ～ 2010 年の人口動態と全国平均の若
年女性年齢別道立を前提にしている、②東日本大震災以後の人口動態は、子育て世代を中心に
10） 　岡田知弘「さらなる『選択と集中』は地方都市の衰退を加速させる～増田レポート『地域拠点都市』
論批判」、『世界』2014 年 10 月号所収、岩波書店、64 ～ 73 ページ。単著としては、岡田知弘『自治体
消滅論を超えて』自治体研究社、2014 年がある。その他の関連書には次のものがある。田村秀『自治
体崩壊』イースト新書、2014 年 12 月。山下祐介『地方消滅の罠～「増田レポート」と人口減少社会の
正体」』ちくま新書、2014 年 12 月。小田切徳美『農山村は消滅しない』岩波新書、2014 年 12 月。増
田寛也＋日本創生会議・首都圏問題検討分科会「東京圏高齢化危機回避戦略」、『中央公論』2015 年 7
月号所収、中央公論新社、30 ～ 50 ページ。増田寛也・冨山和彦『地方消滅～創生戦略篇』中公新書、
2015 年 8 月。市川宏雄『東京一極集中が日本を救う』ディスカヴァー携書、2015 年 10 月。増田寛也編
著『東京消滅～介護破綻と地方移住』中公新書、2015 年 12 月。藤波匠『人口減が地方を強くする』日
経新書、2016 年 4 月。































府村（人口約 800 人）、第１次産業と芸術文化、観光を中心とした東川町（8,000 人）、酪農と
自然環境保全の標茶町（7,700 人）など、枚挙にいとまがない。




































 The second Abe Cabinet set forth the economic revitalization 
policy. It is a growth strategy which evokes a bold easy monetary 
policy, a mobile ﬁscal policy, and private investment. However, as 
for this policy, the eﬀect has not aﬀected all the areas. The decrease 
in population is caused in areas other than the Tokyo city zone. For 
this reason, although the Vitalizing Local policy was implemented, 
a local declining continues. Also in it, the decrease in population of 
Hokkaido is intense and 60% of local self-governing bodies are in the 
crisis of disappearance. For this reason, decision of a local population 
vision and construction of a new local accumulation structure are 
advanced as a regional strategy. However, a decrease in population 
is not stemmed. 
 Originally, the purpose of a regional development policy is to decide 
upon the policy in which the area can develop sustainable. In that 
case, it is necessary to analyze the economic activity of the area in 
which we live, social life, natural environment, etc. Moreover, the 
essence of the generating is correctly grasped from the historical 
side. It is important to perform the policy proposal which removed 
the obstacle after that and was adapted for the area concerned. 
A mere convenient success example is not gathered up. Regional 
issues are not solved unless regulation is added to the directivity of 
an economic policy or a social policy which a global economy brings 
about. 
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On the Problems of local self-governing body disappearance 
theory  and  district creation policy 
－the critical examination from Hokkaido
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